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副島種臣外務卿期の対琉球藩政策（小沢）
二七
〈研究ノート〉副島種臣外務卿期の対琉球藩政策
小 　沢 　洋 　輔
はじめに
副島種臣は、明治初年（明治四～六年）に外務卿を勤め
た人物である。副島種臣外務卿の主な業績としては、明治六年に特命全権大使として清国へ渡り、同治帝（穆宗）との謁見を果たし、外交交渉を行った、いわゆる「副島外交」が挙げられる。そ て、これに注目し 多くの先行研究が存在し、副島の対清交渉の全貌は、ほぼ明らかにされている
 （
1）。
また、副島と琉球処分との関係性をみた場合、副島は
琉球藩設置に関わった人物でもあり、琉球国王尚泰を華族（藩王の称号を与える）に編入させ、琉球国の欧米列国との外交権を回収し、列国と結んだ条約を、明治政府が継承することを主張している
 （
2）。さらに、明治四年末、台湾に漂
着した琉球漁民が原住民族に殺害された事件を契機に、デロング（
C
harles E
. D
e L
ong ）駐日米国公使、リゼンドル
（
C
harles 
W
. 
L
eG
endre ）廈門駐在米国領事と協議し、台
湾出兵計画を図っていたことも先行研究によって明らかにされている
 （
3）。
この琉球藩設置に至る過程に関しては、その詳細を後述
するが、大蔵省と、左院との間で意見 対立していた中で、上記に述べた副島の動向から、外務省も尚泰の華族編入や、琉球国と欧米列国との外交権停止等、積極的な姿勢を示していたと言え
 （
4）。
琉球国に対するそれぞれの政策方針は、先行研究におい
ても、大蔵省が急進的、左院が現状維持的、外務省、すわち副島は漸進的であったと見なされている
 （
5）。その一方で、
副島の国際認識は「儒教的名分論的 人倫規範に重きを置
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いた」
  （
6）
ものであったという指摘をひとつの例に挙げ、最終
的には、琉球藩の日清両属関係を解消する考えは持っていなかった、つまり外務省の方針は、現状維持的であった左院に近い存在であったとする主張も試みられている
 （
7）。その
ため、琉球藩設置には、明治十二年に断行さ た琉球処分、すなわち沖縄県設置との政策的連続性を見出すことはできないとまで指摘されて る
 （
8）。
しかしながら、副島種臣外務卿期の対琉球藩政策が左院
寄り、すなわち現状維持的であったとする指摘は、琉球藩と清国との関係解消、台湾出兵計画 関係などに見られる外交的側面を重視するあまり、同時期 外務省管轄下で進められた対琉球藩政策を十分に検討しきれておらず、不正確な見方である 筆者は考えている。
また琉球藩設置と、それに伴う対琉球藩政策が、その後
の琉球処分と政策的連続性を有していなかったとする見解にも疑問が生じてくる。
そこで本稿では、外務省管轄下の対琉球藩政策に注目し、
副島の対琉球認識も含めて、副島種臣外務卿期の対琉球藩政策が、漸進的な、もしくは現状維持的な方針を有したのか、について再検証を試みるもの 。
一．琉球藩設置以前の対琉球国政策
まず、琉球藩設置以前の対琉球国政策の過程を整理して
おく。
慶応四年九月八日に、明治改元 通知が琉球国にも届
いた。この通知に対して、琉球国側は、 「未だ、一般人民をして、明治の正朔を専用せしむる意にあらずして 単に従来慶応を使用したる場合に、明治を用いん事を通達したるに過ぎず」
  
（
9）とある様に、単に「慶応」の年号を用いてい
たのと同様に、公的に使用する年号の変更として、 「明治」が用いられることを通達され 程度の認識であった。次いで明治二年に版籍奉還、明治四年に廃藩置県という内地の整備が展開され 中で、琉球国は従来 り鹿児島県の管轄とされ
た （
10）。
なお明治二年に外務省が設立されると、明治五 五
二十二日に、正院から外務省 対して 「琉球国接遇振書面往復書式并中山王敬称等」を「取極」ることが求められている
 （
11）。
この点から、琉球国に関わる事項は、明治政府内におい
て外務省の管轄と認識されていたようであ が、 「未タ於当省取調之種類無之」
 （
12）と、外務省では「取極」できないと
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返答している。
この様に明治政府と琉球国との不明瞭な行政関係に対し
て、明治五年五月三十日に、井上馨大蔵大輔による建議が正院に提出された。
井上はこの建議において
慶長年間島津義久琉球ヲ征シ中山王尚寧ヲ擒獲シ皇国ニ服従セシメ候ヨリ以来同国ノ儀ハ薩摩ノ附庸ト看做シ諸事同藩ニ致委任延テ至今日候
ママ
因テ其ノ版図離合ノ
概略ヲ査考致候処始祖舜天源為朝ノ遺裔ト云説ハ姑ク措キ服従以来覲礼ヲ修幣帛ヲ献恭順ノ誠ヲ表シ歴世不懈ノミナラス言語風俗官制地名ノ相類似スル総テ我光被中ニ不洩一証ニ有之殊其形勢ヲ視察致候ヘハ我薩ノ南岬ト相距僅数十里豆
ママ
ノ無人八丈蝦
ママ
ノ薩加連ニ比スレ
ハ内地ニ接近スル大径庭ナシ故ニ彼国ハ我残山ノ南海中ニ起伏スル者 シテ 方ノ要衝皇国ノ翰屏譬ハ手足ノ頭目 於ケルカ如ク尤彼従前支那ノ正朔ヲ奉シ封冊ヲ受候由相聞我ヨリモ又其携弐ノ罪ヲ匡正セス上下相蒙曖昧ヲ以数百年打過行トモ 都合 至ニ候ヘトモ君臣ノ大体上ヨリ論シ候ヘハ仮令我ヨリ涵容スト雖モ彼ニ於テハ人臣ノ節ヲ守リ聊悖戻ノ行不可有義勿論 候況百度維新ノ今日ニ到リテ 到底御打捨被置候筋 モ
無之ニ付従前曖昧ノ陋轍ヲ一掃シ改テ皇国ノ規模御拡張ノ御措置有之度去迚威力ヲ挟侵奪ノ所為ニ出候而ハ不可然依而彼酋長ヲ近ク闕下ニ招致シ其不臣ノ罪ヲ譴責シ且前文慶長大捷以後ノ情況順逆ノ大儀土地ノ形成其他伝記典章詳細ニ説明シ彼ヲ使テ悔過謝罪茅 ノ不可私有ヲ了得セシメ然後速ニ其版籍ヲ収メ明ニ我所轄ニ帰シ国郡制置租税調貢等悉ク皆内地一軌ノ制度 御引直相成一視同仁皇化洽浹ニ至候義所仰望御座候条尚御朝儀被為尽度此段具陳候
 （
13）
と、琉球国は「慶長年間島津義久琉球ヲ征」し、 「同国ノ義ハ薩摩ノ附庸ト看做」され、 「言語風俗官制地名」等が日本に類似しているのは、 「総テ我光被中ニ不洩一証ニ有之」と日本の支配下・影響下にあった何よりの証拠であると論じている。しかしながら、琉球国は「従前支那ノ正朔ヲ奉シ封冊」も受けており、 我ヨリモ又其携弐ノ罪ヲ匡正」せず、 「上下相蒙曖昧」な国際関係にあると指摘し、維新を向かえた現在では「到底御打捨被置候筋ニモ無之」との認識から、日本 清国との「曖昧ノ陋轍ヲ一掃」するべきであるとした。そして、そ 方法 は「威力ヲ挟侵奪するのではなく、東京に使節を招き、時代・国際情勢の変化を「詳細ニ説明」し、 「悔過謝罪茅土ノ不可私有ヲ了得
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させるべきであると述べている。さらに琉球国にその旨を納得 た後に「速ニ其版籍ヲ収メ明ニ我所轄ニ帰シ国郡制置租税調貢等悉内地一軌ノ制度ニ御引直相成」る様に主張している。
これは要するに、井上は琉球国を日本国内の一地方と同
一視できると考え、廃藩置県と同様の改革を行うことを求めていたと言える。この主張は琉球国に対する、明治政府の主権確定を目的としていたと考えられ、西欧型の国際観念に基づくもの あった
 （
14）。
また、尚泰の「悔過謝罪」を持ち出し、その統治権を否
定させ、また版籍を奉還させることを図っている。これは、あくまでも明治政府側からの強制力を主張したものであるが、そのためには、尚泰の上京が不可避であっ 。ただしこの建議は清国との伝統的関係の解消も主張しているが、その清国への対処については何も触れておらず、内政上の観点から 施策を専ら している
 （
15）。
正院は同年六月二日に、この井上の建議を受け、左院に
対して意見を求めた
 （
16）。左院はその答議
 （
17）として、第一・二章
で
琉球国ノ我ト清トニ両属セシハ従前ヨリ其国ノ形勢ニテ的然シ更ニ論スルヲ竢タス
そして
琉球国ハ明ヨリ始マリ清ニ至テモ其封册ヲ受ケ正朔ヲ奉ス然ルニ其名ハ封册ヲ受ケ正朔ヲ奉スレトモ其実ハ島津氏累世之ヲ支配シ士官 遣シ其国 鎮撫ス而已ナラス使臣ヲ率テ来朝セシムルコト旧幕府ヨリノ制タリ由是観之ハ琉球ノ我 依頼スルコト清ヨリ勝レルハ清ニハ名ヲ以テ服従シ我ニ 実ヲ以テ服従スレハナ
と、左院も琉球が「我ト清トニ両属」にあったという認識を示した上で、 国は明・ 時代から封冊を受け、正朔を奉じているが、 「清ニハ名ヲ以テ服従シ我ニハ実ヲ以テ服従」していると、島津氏 歴代、実効支配をしてきたと指摘している。
そして、第三章において、当面の政策としては
琉球国ノ両属セルヲ以テ名義不正トナシ今若 之ヲ正シ我カ一方ニ属セントスレハ清ト争端ヲ開クニ至ラン縦令争端ヲ開ク 至ラサルモ其手数紛紜ニシ 無益ニ帰セン何トナレハ名ハ虚文ナリ実ハ要務ノ実ナリ清ノ封冊ヲ受ケ正朔ヲ奉セシムルハ虚文ノ名ニシテ島津氏ノ士官ヲ遣シ其国ヲ鎮撫スルハ要務ノ実ナリ我其要務ノ実ヲ得タレハ其虚文ノ名 之ヲ清ニ分チ与エ必シモ之ヲ正サヾルベシ
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と、琉球国の「両属」という現状を「名義不正」と見なし、もしも「我カ一方」に、すなわち日本帰属を直ちに強行したならば「清ト争端」を開く恐れがあり、さらに「争端」を開か い しても「其手数紛紜ニシテ無益」であるとした。その上で日本は鹿児島を通じて支配「要務」の「実」を得ており、他方、清国との関係は「虚文」で 「名」を得ているに過ぎ た。したがっ 、そうした両属の状態から、日本帰属へ組み込む必要はないとした。この様に、左院は性急な施策により 外交問題を起こすことを避け 現状維持を可とする意見の姿勢を述べて た。
　さらに第四章では
別紙大蔵省申立ノ如ク琉球使人ヲ接待スル西洋各国ノ使節ヲ接待スル如ク看做スヘカラサルハ勿論ナレトモ又国内地方官ノ朝集スルト同日ニ論スへカラス維新後今般使人始テ来朝スレハ其事件モ地方官ノ朝集スルヨリ重大ナラン故ニ各国ノ応接ニ熟シ且ツ其 員モ全備シタル外務省ニテ権リニ其事ヲ掌 寧ロ大蔵省ヨリ便ナリトス
と、大蔵省（井上）の建議に対し、 「琉球使人ヲ接待スル」場合は 「西洋各国ノ使節ヲ接待スル如ク」待遇するのでなく、また「国内地方官」と同様の接待でもならないとし
た。しかしながら、今回は、維新後初めての、琉球国使節の来朝なので、 「外務省ニテ権リニ其事ヲ掌ル寧ロ大蔵省ヨリモ便ナリトス」と、大蔵省よりも外務省が対応した方が、都合がよいとする提案を示した。第五・六・七章では
外務省ニテ琉球使人ヲ待遇スルニ限リ内国事務ノ心得ヲ以テ欧米各国ノ特派使節トハ格段ノ事ト為シ（中略―
筆者註）属国ノ扱ヲ為サシムルヲ可ナリトセン
さらに
外務省申立・琉球ヲ取扱フ三ヶ条ノ中、外国ト私交ヲ停止スルハ較々可ナリトスヘシ、其華族併琉球藩王宣下ハ異議ナキニアラス（中略
―
筆者註）皇族・華族・
士族ト称謂ヲ定メタルハ、国内人類ニ於テ自然ニ斯ク名目ヲ設ケサル 得サル勢ニ立至リシモノニシテ、今般更ニ琉球国主ニ華族ノ称ヲ宣下スヘキ謂レアラス、琉球国主ハ乃チ琉球ノ人種ニシテ、国内ノ ト同一ニハ混看スへカラス（中略
―
筆者註）琉球王トカ又ハ
中山王トカニ封スルハ可トス琉球藩王 テハ藩号穏当ナラス内地ハ廃藩置県ノ令ヲ布テ 更 藩号ヲ授ルハ名義ヲ以テ論シテモ前令ト相応セ （中略
―
筆者
註）実際ヲ以テ論シテモ藩号ノ詮ナシ故ニ藩号ヲ除琉球王ノ宣下アルヲ可ナリトス
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　その上で
皇国ハ東西洋一般ニ知ル所ノ帝国ナレハ（中略
―
筆者
註）琉球王ト宣下アリテモ我帝国ノ所属タルニ妨ケナシ
とし、左院は琉球国王について「国内ノ人類ト同一ニハ混看スへカラス」と「華族」 列する根拠がないとした。つまり左院は琉球国を日本を宗主国と 「属国」と位置付けてお 、この点では、井上が地方の一単位と捉え得るとしたのとは異なる見解を示していたと言える。その一方で「外国ト私交ヲ停止スルハ較々可ナリ」と、琉球の外交を停止させることとした。さらに「内地ハ廃藩置県ノ令ヲ布テ琉球ニ更ニ藩号ヲ授ルハ名義ヲ以テ論シテモ前令ト相応セス」と内地で廃 置県を布告したにもかかわらず、琉球に藩号を授けることは名義上ふさわ くないと る。その上で、藩号を除いて、 「琉球王」 ・ 「中山王」に封ずるなら問題はないとした。
そして左院は、結論として第八章で、
我ヨリ琉球王ニ封シタリトモ更ニ清国ヨリモ王号ヲ受クルヲ許シ分明ニ両属ト看做スヘシ
と、日清両属維持策を示したのであ
なお、左院の答議・第六章から、外務省からも、琉球国
の「取扱」に関して、正院宛てに「申立」を述べていたことが伺える。その要点は以下の通りである、（１）
 琉球国が諸外国（米・仏・蘭国）と結んだ条約を日本が引き取り、琉球の諸外国（米・仏・蘭国）との外交を停止させる。
（２）
 琉球王尚泰を華族とする。
（３）
 琉球国を改め琉球藩とし 新たに尚泰に対して、藩王の称号を与える。
この「申立」は、正確には外務卿である副島種臣自身の
意見である。また副島は、自身の回想録で「唯両属と云う丈で、支那を父とし日本を母とすると云う丈 、琉球島薩摩の領地のやうになつ
ママ
て居る。そこで名分が正しからぬ
から、こっちを琉球王 封ずと云ふ。是は余程彼等拒んだけれども承服さした。 」とし、 「名正からざれば事成らずであるに依つ
ママ
て、丁度琉球王と云ふことを承服さした。 」
 
（
18）と述
べてい 。
この記述から副島は、琉球国の日清両属の関係 「薩摩
の領地」となっている現状を問題視し、また国王を藩王に格下げし、華族に列すること、すなわち、日本の支配下に組み込むことが「名分」を正す施策 あると捉えてい考えられる。
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これらの史料から判断すれば、副島外務卿の対琉球藩政
策の方針は、 「名分」に重きを置いたものであったと言えるが、 尚泰を華族に列し、 日本の支配下に組み込もう 図った点から 左院の「両属」維持の姿勢に留まるものではなかっ と筆者は考える。
以上の過程を踏まえた上で、次に副島種臣外務卿期の対
琉球藩政策を考察していく。
二．副島種臣外務卿の建議と左院への対応
ここでは、琉球藩設置後の統治政策に関して、副島が正
院に宛てた建議と左院への対応を手がかりとして考察 ていく。
明治五年九月十四日 国の維新慶賀使節は、明治天
皇に謁見し、琉球国王尚泰は「琉球藩王」と 華族に列せられ、琉球国は琉球藩へと改められた
  
（
19）。この過程は、副
島の提案に沿ったものと言えよう。
その翌十五日、副島は正院に「副島外務卿 属ノ体裁ニ
付建議」
 
（
20）を提出している。内容は以下の通りである。
此度琉球使臣尚泰ニ代リ封冊ノ詔書ヲ謹領シ候上ハ彌以我藩属ノ体裁徹底ニ至リ候様御処分有之度件々左ニ申上候
一
 
同藩ハ従来清国ニ関係シテ現在福州府ニ商民来往シ其他嘗テ外国人ノ渡航応接セシ旧轍モ有之辺陲ノ要地ニ候ヘハ本省官員在勤為致度候事
一
 
我政治制度ヲ漸々宣布シ適否将来ノ目的ヲ定メ候為メ同藩租税民政以下一体ノ風俗視察俗視察トシテ本省官員ニ同道シ大蔵省ヨリ 吏被差遣度候事
一
 
琉球藩王ハ一等官ニ被仰出度候事
一
 
尚泰義華族ニ被列候ニ付テハ其待遇ヲ厚クシ帰嚮ノ志ヲ堅クシ候事切要 義ニ有之依 東京府下ニ於テ家屋園庭具足相応致シ候邸宅一囲下賜リ度候事
一
 
琉球藩王ヘ冠装束類皆具入朝ノ使臣三名ヘ直垂等総テ各ヘ一領ツゝ下賜リ度候事
右条々ハ入朝ノ使臣帰藩迄ニ被 　仰出度御裁准相願候
也
　　　壬申九月十五日 　　　　　　外務卿副島種臣　　 正院御中 　　　　 　　　　　　
この建議は、外務省主導による琉球藩管理体制の樹立を
図ったものと考えられる。つまり、副島は、琉球藩に外務省官員の在勤や外務省官吏に大蔵省官吏を同行させ、現地の旧慣調査を実施する案を主張しているのである。実際に、
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この主張の後、同年九月二十八日に、琉球藩は外務省管轄となり、鹿児島県管轄であった琉球藩の在番奉行所（琉球館）が廃止され、外務省出張所が置かれた。また、藩王の華族化・官吏化による政府機構への組み込みも提言していると言える。
しかし、副島は、大蔵省（井上の建議）が主張していた
様な琉球藩を即時、日本 領土として確定すべきとまでは主張しておらず、琉球藩の対清国関係断絶については、漸進的に達成すべき 考 ていたと言える。これは、副島が清国を侮れない存在として認識しており
 （
21）、慎重な姿勢を有
していたためである。
また、明治六年八月十一日、副島の私宅に琉球藩官吏
の与那原親方が訪問し、以下のようなやりとりが行われている
 （
22）。八月十一日、与那原親方外務卿副島種臣を私宅に訪ひ両属の止むなき由来を陳述したり。 （中略
―
筆者註）
与那原等が、琉球は小国にて国体制度の上に変革等有りては、上下民心動揺す可きを以て従来の情態を維持し度しと言へるに外務卿 、外国との和約交戦等の外、国内の政治は凡て藩王に 任し 体制度等従来 通たるべき事を言明したり。
与那原親方は、琉球藩の「国体制度」に「変革」があっ
ては「上下民心」に混乱が起こると、 「国体制度」の維持を訴えている。この訴えに対し、副島は「外 との和約交戦等」以外は、 政府 官吏である「藩王に一任」のもと、 「国体制度」の維持を言明したのである。
加えて、同年九月二十日には
琉球閣下昨年特命ヲ以テ冊封ヲ賜リ永久藩屏ト被仰出候ニ付テハ朝廷へ抗衝或ハ残虐之所業アリテ庶民離散スル等之事アルニ非ラサレハ廃藩之御処置ハ固ヨリ有之間敷候
と、明治政府に対して「抗衝或ハ残虐之所業アリテ庶民離散スル」様なことが無ければ、 廃藩は行わないと外務省（副島）は琉球藩宛に通達している
 （
23）。
確かにこれらの点だけに注目すると、副島は、清国との
争端を憂慮していた左院と同様の、現状維持の方針を抱いていたと判断されても当然である。
しかし、その判断は妥当であろうか。明治五年 琉球藩
政策に現状維持的立場であっ に対し、副島自ら訪れ、以下のような談判を行っている
 （
24）。
琉球処分議案正院ヘ上陳セシニ其後副島外務卿左院ニ来リ已ニ琉球国王ニ於テハ我封爵ヲ受ルヲ悦フノ内情
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有之ヲ詳悉スレハ認タリ仍テ左院ニ於テ異議有之候テハ施設上頗ル差支有之旨御談有之但本院ハ議政ノ局ニテ本自行政ニハ関係不致決議ノ後ハ正院ノ施行ニ帰スル而巳云々答ヘタリ 　
つまり、副島は左院に対して、今後の対琉球藩政策にお
いては外務省の方針に従う様に打診をしてきたのである。副島の漸進的な対琉球藩政策の方針は、左院の現状維持方針とは異なるものであったと考える。また この打診に対して、左院も特に反対意見は述べておらず、対琉球藩政策を外務省主導で行う姿勢が整い始めたと言える。
三．
	 琉球藩への貨幣下賜、および租税・民政等に関する調査の着手
次に、副島の建議で提案された琉球藩における租税・民
政等に関する調査の着手と 琉球藩設置以前より取り組まれていた貨幣下賜について考察していく。
副島は、維新慶賀使節が上京する四日前、すなわち明治
五年九月十日に正院に対して、琉球国への貨幣下賜に関する意見書を提出している。
今般琉球国主ノ義藩臣ニ被列候義ニ付テハ同国ノ義貨幣無之従来寛永通宝而已ヲ以テ通用罷在候処此度御
発行ノ新貨幣並紙幣相交都合三万円右王へ下賜候ハヽ国内へ頒布イタシ其潤沢ニ沾ヒ愈皇恩ヲ感戴可仕ト存候因テ別紙金高相渡候様大蔵省ヘ御達シ可被下候依之三万円大小貨幣紙幣割合書相添此段相伺候也
　　　　壬申九月十日 　　　外務省　　正院御中　（中略
―
筆者註）
　伺之通下賜候條大蔵省ヨリ可受取事　　九月十五日　　 　 　 　琉球藩王尚泰　藩内融通ノ為メ貨幣三万円下賜候事　　壬申九年二十日 　太政官
 （
25）
ここでは、琉球国王尚泰を華族に編入するに際して、琉
球国には、貨幣の制度が整っておらず、現在でも「寛永通宝」 （これ以前より、琉球独自の貨幣として、銅を地金とした鳩目銭が鋳造されていたが、民間において鳩目銭は軽小で壊れ易く使用不便なことから、寛永通宝の使用傾向が上がっていたと考えられる
 （
26）。）を使用しているので、明治
政府が発行 「新貨幣並紙幣」三万円を琉球国王へ下賜する許可を求めていることが読みとれる。
この三万円をもって、同国内に明治政府が発行した貨幣
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を「頒布」させる事を目的とし、その結果として琉球国を明治政府内の経済圏に統合しようと図っていた 考えられる。
この伺いに対して、正院は「伺之通下賜候條大蔵省ヨリ
可受取事」
 
（
27）と許可し、 「琉球藩王」に改められた尚泰へ、九
月二十日に貨幣下賜が実行されたのである
 （
28）。
他方、 「租税」 ・ 「民政」等に関する調査も着手された。
同年十一月十日に鹿児島県にて、外務省官吏として琉球藩在勤を命じられた伊地知貞馨外務省六等出仕と根本茂樹大蔵省戸籍寮七等出仕等が、以下の通知を ってい
 （
29）。
其藩ニ於テ是迄鹿児島県ヘ在勤申付置候諸官員今為引払可申尤将来藩用ノ都合可有之ニ付在来ノ琉館取縮ノ上蔵屋敷等ノ名目ニ改メ日用ノ物品相弁スル為メ下官両三名為
　相詰候儀ハ其藩ノ適宜ニ取計不苦候此段申入候也　　壬申十一月十日 　　外務省
是迄年々鹿児島県ヘ為租税相納候米並砂糖同 ヨリ其藩ヘ在勤ノ者取扱来候処被相廃以 ハ其藩役々ニテ取立直ニ大蔵省租税寮ヘ 納被致此段申入候也
　　　壬申十一月二十一日 　　　戸籍寮七等出仕　　 　　　　　 　　　根本茂樹
　　　　　　　　　　　　　　　外務省六等出仕　　 伊地知貞馨　　琉球藩 　御中
この達書は、同県の琉球館在勤官員に引払い方と、琉球
館の整理縮小を通知したものである。また、従来鹿児島県へ納めていた「米並砂糖」を琉球藩より大蔵省租税寮へ上納する様にとも命じている。
これにより旧薩摩藩時代以来続いてきた琉球藩の鹿児島
在勤制度の廃止と、大蔵省を介して明治政府直轄に伴う琉球藩の租税管理措置が実現されたと言える。
貨幣下賜によって、琉球藩を明治政府内の経済圏に統合
しようと図っていたこととも合わせて、これら二つの施策は、外務省（副島）の漸進的な対琉球藩政策の具体策 顕現したものと言えよう。
四．琉米条約継承からみる欧米各国・清国への対応
本章では、琉球藩設置後に明治政府が、従来、琉球国が
欧米各国と結んでい 条約の継承を行っ 際の動向と欧米各国・清国の対応を考察していく。
琉球藩が設置され、明治五年九月二十八日 、琉球藩が
外務省の管轄とされると、同年十月二十日にデロング駐日
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米国公使が、 一八五四年七月十一日（嘉永七年六月十七日） 、琉球国が米国と結んだ琉米条約に関する条約の継承を明治政府に求めてきた
 （
30）。
此頃日本政府ヨリ琉球島王へ辞爵譲地ヲ促カサレ同人義日本帝国中ノ故大名ト同格ニ列セラレ華族ニ叙セラレ候旨宣下有之候由閣下ノ御シラセニテ承知仕候然ハ之レヨリシテ琉球ハ合併セラレテ日本帝国ノ一部分ト相成就テハ千八百五十四年第七月十一 亜米利加合衆国ト琉球国ヘ取極ノ規約ニ閣下ノ注意ヲ乞ヒ申度其為メ印行条約ノ四枚目ヲ御覧可被下候随テ琉球国一円ノ総地境中右規 諸条 貴政府ニテ御維持被下候哉此段御伺申進候拝具
　　千八百七十二年第十月二十日 　シーイーデロング　　 　　　　　外務卿副島種臣閣下
（中略
―
筆者註）
琉球島ノ義ニ付千八百七十二年第十月二十日付ヲ以御問答ノ書簡落手致シ候同島ノ義ハ数百年前 我邦ノ付属ニ有之此度改テ内藩ニ定ムル迄ニ 閣下御申越ノ如ク我帝国ノ一部ニ候故千八百五十四年第七月十一日ニ貴国ト琉球ト 間ニ取極メ 規約ノ趣ハ当政府ニ於テ維持遵行可致候義勿論 御座候此段回答敬具
　　明治五年壬申十月 　日（日付の記入なし
―
筆者註）
　　米国公使閣下
この副島とデロングとの交渉により、琉米条約に関して
は、明治政府が継承する旨の回答を行い、日米間に円滑に了解が成立したことが分か 。その後米国に続き、伊国・独国、仏国・蘭国も同様に条約の継承を明治政府に確認している
 （
31）。副島の回答に対して、欧米各国から琉球藩属に関
する目立った抗議は見受けられない。これは欧米各 対して、国際法上 琉球藩を日本の一部であると 認させたことを意味している。
しかしながら、清国には、欧米各国に対する様に、琉球
藩属の「宣下」を通知していない
 （
32）。清国側も明治政府の琉
球政策に気づいていなかったとは考えにくいが、管見の限り、明治政府に問 合わせを行 ことを伺わせる史料は見受けられない。さらに琉球藩と清 との朝貢関係についても、明治七年七月に管轄 内務省に移してから、松田道之内務大丞が清国との関係廃止の旨を伝え
 （
33）まで、何の措
置もとらずにいた点は注意を払うべきである。
なお、この様な措置は、欧米列国との条約継承後の琉球
藩への外国船の来着・漂流民の対応 も伺うことができる。例えば、明治六年四月四日、 へ 進貢・接貢に関して
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は
渡唐船仕出改帰帆以来其場ヘ出会不致候条其藩官員ニテ規則通可取斗外国船来着之節ハ無大小与在勤官員ヘ可被申出事
 （
34）
と旧薩摩藩時代より後の進貢・接貢船出帰帆の際は琉球藩の官員のみで行うとする一方で、清国以外の外国船に関しては、その規模に関係なく外務省出張所に報告せよとしている。
また同月十九日には
清国関係之条件ハ施行之上書面ヲ以当地在留本省官員ヘ詳細可被届出候事
 （
35）
と、清国に関する案件は、外務省出張所へ報告書を提出する様命じており、琉球藩と清国と 関係を外務省管轄の下に置くこととしたのであ
そして、同年九月十八日には琉球藩に漂着した外国人の
送還について
清国人漂流之節者追而何分指揮ニ及迄本省在勤之官員エ時々申立之上送還方者旧ニ依リ 取計事
　　但　　朝鮮人外国人者此限ニ非ス
 （
36）
と、朝鮮人・その他の外国人の場合には、外務省の管理を
打ち出し、清国人の場合には、旧慣通りとすることを命じた。
これらは同年八月二十二日の副島の提案によって決定さ
れたものであるが、副島は
琉球藩之儀従来清国ト通信往来之久キヨリ両国之間ニ積習例規ト成リ候廉不少就中清民漂着之節還送之手続キ等ニ至ルハ是迄之取計振有之候趣然ルニ一朝釐革候而者何分不都合ヲ生シ候ニ付矢張前々之通同藩手切ニテ取計度旨別紙之通リ願書差出猶又浦添親方大宜見親雲上ヨリ申出候趣モ有之全体同藩之儀ハ偏僻固陋旧法ヲ確守イタシ候風俗故人情時機ヲ見計追々制度釐正之目途ニ候間追而指揮及候迄者同 エ在勤之当省官員エ申立之上旧ニ依リ可取計 相達シ可申与存 尤朝鮮人其他外国人漂着之節ハ都而在勤官員ニ而万事所分可致候因而別紙願書写相添此段 進 也
 （
37）
と琉球と清国の「通信往来」 （外交慣例）を挙げ、 「積習例規」 （旧慣）を尊重しつつ、その上で外務省管理の方針を打ち出していた。ただし、そこには清国を 交的難物と認識していた以外にも、 「偏僻固陋旧法ヲ確守イタシ候」 、 「時機ヲ見計追々制度釐正之目途ニ候間追而指揮及候」といった、琉球藩官吏側の「申出」に対 て一定の配慮をとって
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いたことが伺われる。
副島は、この様な背景から、琉球藩と清国との関係を留
保しながらも、一方では、外務省主導の下、琉米条約の継承を進め、当初の目的であった琉球藩の外交権回収（正確には、欧米各国との外交権回収）に成功したと言える。そして、この琉球藩の外交権回収と、国際法上、欧米各国に明治政府の琉球藩領有を承認させたことは、後の沖縄県設置への大きな一歩に繋がったと考えられる。つまり、副島は漸進的対琉球藩政策 おいて、外務省を実質的な管理機構とし、琉球統治の内治化を着々と進めていたのであそこで次章では、その琉球藩の内治化について論じ こととする。
五．琉球藩の内治化
最後に外務省管轄下でこれまで言及したもの以外の対琉
球藩政策を考察する。まず明治六年三月六日に、外務省は琉球藩へ以下の通知を行っている
 （
38）。
海中ノ孤島境界分明ニ無之候テハ外国掠奪之憂モ難計候間今般其藩エ御国旗大中七流
ママ
御渡相成候条日出ヨリ
日没迄久米宮古石垣入
ママ
表与那国五島ノ庁エ可揚
ママ
示尤這
回ハ新調被相渡候得共今後破裁ノ節ハ藩費ヲ以可致修
繕此旨相達候事
　　明治六年三月六日 　　　　　　　外務省
当管内久米島ヲ始メ外四島エ可掲示御国旗大一流
ママ
中六
流ママ
御書付添御渡正ニ落手御達趣承知仕候也
　　明治六年四月十四日 　　　　 琉球藩　在琉球 　　　外務省六等出仕 　伊地知貞馨殿　　 　　 　 　　　　琉球藩
外務省としては、久米・宮古・石垣・西表・与那国の五
島に日本の国旗を常時掲揚する旨と、
刑典御再換中ニ候間成就ノ上御下渡可相成候得共差向当分ノ律書二部渡置 条刑官右ニ基キ取調可有之左候テ死以上之刑ハ司法省ニ伺之上施行可有之候也
　　明治六年三月六日 外務省　　 記　一 改定律令 　　　二部　右相渡候也　　明治六年七月十七日
 （
39）
と、 「死以上之刑」の場合には、司法省に伺いを立てた上で「律書二部」 （改定律令）に基づいて施行する様に命じる通達を行っている。
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これらの施策は、いずれも琉球が日本の国旗の下にある、
すなわち日本の領域であり、さらに日本の法律を琉球藩に浸透させ、その主権下にあるという意味を示したと言えよう。
なお、琉球藩に、明治 年号の使用・日本の祝祭の実施
を命じたのは、内務省移管後の明治八年三月のことである
 （
40）。
また、外務省は、大蔵省の意見を反映させたと考えられ
る以下の通達も行っている。
一
 
六年四月五日改定改置府県概表中琉球藩ヲ西海道ノ末ニ加フ
　　　　大蔵省伺
壬申二月中於当省刊行致シ候改置府県概表ノ内廃藩又ハ合併相成候廉
ママ
県名其外加除ノ上今般更ニ重版致シ候
積就テハ先般琉球藩被置候ニ付鹿児島県ノ末ヘ追加致シ度右ハ御国内一般ノ府県トモ相違ノ儀ニ付此段相伺候也 　
　　　三月三十一日　伺ノ通西海道ノ末ヘ加可申事　　四月五日
 （
41）
この史料によると、大蔵省は「琉球藩ノ列次ヲ定」める
ために、 「府県概表」の中に琉球藩を「西海道ノ末」に組
み込む、すなわち鹿児島県のあとに記載することとしたのである。
次いで六月八日には、
一
 
六年六月八日琉球藩ヲ府県ト併称ノトキ府藩県ト唱フ
　　　　　大蔵省伺
先般琉球藩被置候ニ付テハ右藩ヲ府県ト併セ相称シ候節順次位置如何心得可然哉此段相伺候也但当省ニヲイテ刊行イタシ候改置府県概表ヘ琉球藩記載方順次ノ儀ハ当三月中相伺候処西海道末ヘ加 可申旨御指令相済候ヘ共府県ト併唱イタシ候節位置難相決候ニ付本
　文ノ通尚相伺候儀ニ有之候也　　五月二十七日　伺ノ趣府藩県之順次ニ候事　　六月八日
 （
42）
と、琉球藩を他府県と同様の存在として、明治政府においては「府藩県」と併称されることとした。これらの施策よっ 、琉球 に対する日本の主権確立の布石が着々と打たれていった。
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この一方で、四月十二日には、以下の様な通達も行って
いる。　当年ヨリ東京賜邸エ親方一人ツヽ輪番可相詰候也　　明治六年三月十二日 　　　外務省
当年ヨリ東京賜邸エ親方輪番ニ在勤致候様御達之趣承知仕候御請迄如此候也
　　　明治六年四月十二日 　　　琉球藩　　 　　在琉球　　 　　　外務省六等出仕 　　　 　 　伊地知貞馨殿
尚以新律綱領二部御書付添御渡正ニ落手御達之趣承知仕候也 　
　　　　　　　東京為在勤当年上京 　　　　 　 与那原親方　右之通被申付候間此段御届申候也　　明治六年四月十二日 琉球藩　　 　在琉球　　 　 外務省六等出仕 　　　 　 　伊地知貞馨殿
 （
43）
これは、外務省から琉球藩へ、琉球藩官吏（親方）の東
京輪番在勤を命じたものであり、琉球藩は同日付でこの通達を承諾し、与那原親方の「東京為在勤当年上京」が決定された。この措置は、明治政府の琉球藩管理体制の強化図られたと言えるであろう。
また、同月十五日には、在琉球鹿児島商人に対しても以
下の様な通知が下されている。
今般別紙之通規則相立当所ヘ滞留之商人船乗中ヘ達置候間以来御見聞之次第モ有之候ハヽ不差置御申聞可給此段申入候也
　　　明治六年三月十五日 　　　在琉球 　　　　 　　　　　　　　外務省六等出仕　　 　　　 伊地知貞馨殿　　 　 琉球藩　　 　 御中
一
 
商法向ハ以来官庁ヨリ下知不加
ママ
自己之権利ニ任セ
可置候間双方熟談之上勝手ニ売買可致事
一
 
着帰之節ハ時々外務省在勤役所エ名書ヲ以届可申出事
一
 
商法ハ本
ママ
有無ヲ通シ彼此之間ヲ弁此間ニ於テ相応
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之利益ヲ得一家之介抱致ス訳合ニ候間各家業ヲ第一ニ心掛無益之酒会等取企余計之入費ニ不及様可相心得事
一
 
取締之為差引役両三人相立相人数ハ五人ツヽ組合互ニ可致督責組合之内一 規則ヲ破リ候者有之候ハヽ可為同罪事
一
 
徒党ヲ組衆人ヲ妨土人ニ迷惑 掛ケ酒狂乱暴ヶ間敷所業一切有之間敷万 相犯候モノ於有之者其罪状ヲ路頭ニ表シ本人者勿論其 ト 不差置送帰シ罪之軽重ニ従ヒ夫々致処置再ヒ渡海不差許候事
　
当藩之儀今般御直支配相成候ニ付右之通規則相立候条各
深相心得聊心得違有之間敷者也　　明治六年三月十五日 　　　　 　　　　琉球藩在勤　　 　　 　外務省
 （
44）
この達書には、外務省が琉球における鹿児島商人、船乗
達等との交易を管理する姿勢が色濃く打ち出されている。以下の史料からも
 （
45）、その背景を伺うことが出来よう。
鹿児島県ヨリ多人数之商人渡海往々粗暴之所業ノ者有之土人迷惑いたし候故無拠臨時左之通規則ヲ定メ三月
十五日貞馨旅館ヘ滞留商人五六名召呼懇ニ演説之上之ヲ渡セリ
要するに、外務省は、一部の在琉球鹿児島商人の横暴に
対して、琉球商人を保護する目的も併せて提示したのである。そして、八月七日には、
先般琉球藩印同藩ニ於テ彫刻之分印影ヲ以屈
ママ
出有之候
所右者諸省使府県同様正院ヨリ可下渡筋ニ付銅印一顆下 候条同藩ヘ可相達候也
　　　明治六年八月七日 　　　大政大臣三条実美　　 外務卿副島種臣殿　　印影略　　琉球藩ヘ藩印下渡候達書
今般其藩々印下渡候条以後別紙条例ニ照準重立候藩用公書ヘ鈐印可就テハ先般其藩ニテ彫刻之上届出候藩印ハ削印可致此段相達候事
　　　明治六年八月十九日 外務省印 　　　　　 　　　　　琉球藩
 （
46）
と、琉球藩から藩印の届出があったが、他府県と同様に正院から改めて 印を下付する旨の通達がなされている。つまり、外務省は琉球藩へ、従来、 が自ら作成し届け出して、使用していた藩印を廃棄し 明治政府の作成した
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ものを藩印（公印）として使用する様に命じたのである。以上の対琉球藩政策は、外務省、すなわち事実上は、副島種臣外務卿の主導で、漸進的政策の一環として進められていたと言えよう。
おわりに
以上、外務省管轄下で進められてきた対琉球藩政策を考
察してきた。
外務卿である副島種臣は、確かに清国との関係断絶の方
針を明確に示してはいなかった。また、 琉球藩の 「国体制度」についても、 琉球藩官吏に現状維持の旨 明言していた（但し、藩王の官吏化を前提として る） 。しかしながら、現状維持的な方針を有して 左院に対し、外務省の方針に従う様に打診しており、外務省主導のもと、明治政府発行の貨幣を琉球国に流通させ 行政的な統合のみならず、明治政府内の経済圏統合をも図って た。副島は何よりも対琉球藩 策の主導権把握を図っていた。このことを第一に確認しておきたい。
さらに、外務省が設立された当初は、琉球国の取扱に関
しても消極的であったが、琉球藩設置・外務省管轄下となった後には、一方で琉球藩と清国との関係を留保しながらも、
他方で欧米列国との外交権回収を果たしている。そして租税管理措置、国旗の授与、司法手続きの通知、商売慣習の改正、明治政府内における琉球藩の地理的位置・地位の確定、国内事務としての扱い方等、明治政府への統合政策を外務省主導で計画し、確実に執行していった。
これらの政策は、明治政府側からの強制力を有していた
が、冒頭に述べた疑問への結論として、副島種臣外務卿期の対琉球藩政策を次の様にまとめておく。
副島は、琉球藩と清国との関係（朝貢貿易・冊封関係）
断絶には慎重で、明確な方針を示していなかったもの明治政府の琉球藩領有を欧米各 側 通知 その承認を取り付け、且つ、あくまでも内政問題と 、琉球藩 内治化（前述の通り、藩王の官吏化を含む）を柔軟に、そて確実に遂行していった。要するに漸進的な方針を有いたと言える。
加えて、外務省主導で進められた対琉球藩政策は、当初、
明治政府と不明瞭な行政関係であった 国 琉球藩と改め、その管轄を明らか し、さらに琉球藩の内治化を図ったという点から、明治十二年に断行された琉球処分、すわち沖縄県設置の初期段階としての役割を果 していた。つまり、琉球藩設置と琉球処分との間には 政策的連続性
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が存在していたと考える。
この様な指摘は、冒頭にも述べたが、副島種臣外務卿
期の外交的側面に焦点を置くあまり、今回、検証した様な内政的側面を疎かにしていたため、十分に取り上げられなかったのではないか。また、副島が対琉球藩政策を進める半ば、明治六年の政変において 下野したことも、同様の要因を招い と言えよう。
したがって、今回の考察は、副島種臣の対琉球認識、そ
して琉球処分初期段階 研究において、新たな視野・成果を加えたと考えたい。
註（１）
  
副島外交の過程を詳細に扱った、主な先行研究としては、
以下の三点を指摘しておく。・
 石井孝『明治初期の日本と東アジア』 有隣堂 　一九八二年。
・毛利敏彦『明治維新政治外交史研究』吉川弘文館 　二〇
 
〇二年。
・安養寺信俊
｢ 明治６年の対清交渉にみる「副島外交」の
検討
｣ 『岡山大学大学院文化科学研究科紀要』
第二〇号二〇〇五年。
 
　石井氏は、明治六年の対清交渉を日本政府の「脱亜」と
いう外交路線の実現過程として位置づけている。そして、
台湾事件に関しては、終始一貫して、デロング、リゼンドルの政策立案に拠るものであったと見なしている。
 
　毛利氏は、副島が清国滞在中に、自ら一度も台湾事件を
交渉の場に持ち出さなかったことに言及している。そして、副島が清国に対して、日清修好条規の批准と皇帝謁見を優先し（自ら 成果を惜しみ） 、 西洋 論理である「万国公法」を用いず、台湾事件を正式に議題と なかった点、また清国側の「化外ノ地」発言 文書 記さなかった点を「近代国民国家」の外交として失策であったと見なしている。
 
　安養寺氏は、副島の国際関係観に関した論究を試みてい
る。その中で、副島は日清両国を、同じ儒教文化圏に属していると見なす一方で、外交関係を処理するには「万国公法」に準拠しなければならないと考えていたと指摘している。また、外交関係において最も重視 ていたのが「君命」 ・ 「君国ノ権」であり、台湾事件に関する議論を出さなかったの 、自らの名声（成果）を惜しんだのではなく あくまでも「君国ノ権」 が低下するこ を懸念していたためと指摘している。
（２）
 
後藤新「 「琉球処分」の基礎的研究 　琉球藩設置過程を中
心として」 『法学政治学論究』慶應義塾大学大学院法学研究科内「法学政治学論究」刊行会、第五六号、二〇〇三年。
（３）
  
台湾出兵計画の過程を詳細に扱った、主な先行研究とし
ては、以下の四点を指摘しておく。・前掲、石井孝「日本軍台湾侵攻をめぐる国際情勢」 『明治
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初期の日本と東アジア』 。
・菊山正明「琉球処分と沖縄統治機構の創設」 『明治国家形
成と司法制度』お茶の水書房、一九九三年。
・後藤新「明治七年台湾出兵の一考察
―
台湾蕃地事務局
を中心として
―
」 『法学政治学論究』第六〇号、
二〇〇四年。
・安岡昭男『明治前期日清交渉史研究』厳南堂書店、一九
 
三五年。
 
　石井氏は、台湾出兵計画は、明治政府にとって初めての
海外派兵であり、また近代日本の大陸政策の第一歩であったと見なしている。さらに、北京で 交渉によって解決した際には、琉球の日本帰属の明確化を図る明治政府にとって有利な内容の条約が結ばれた。その一方で、台湾蕃地事務都督西郷従道が台湾進発延期命令 対して、進発強行の決意を変えなかったことから、台湾出兵自体が不平士族の鬱積したエネルギーを外に転じる策であっ 側面も指摘している。
 
　菊山氏は、琉球藩の内務省移管は、台湾出兵を利用し、
明治政府の支配をより浸透させる目的であったと指摘し、台湾出兵が琉球処分におい も大きな転機であったことに言及している。
 
　後藤氏は、台湾出兵の最中に行われた琉球藩の内務省移
管は、 台湾出兵を成功させ ためにも必要 「処置」であったと指摘し、清国との交渉において、明治政府が故意に琉
球問題を議題からはずして紛議をさけていた背景について言及を試みている。
 
　安岡氏は、台湾出兵のみならず、一連の日本側の琉球処
分措置に対して、清国側は日本の琉球領有 公式には認めてはおらず、日本側が既成事実を作りあげていったと指摘している。
（４）
  
琉球国から、琉球藩設置への過程に言及した先行研究と
しては、以下のものが挙げられる。・川畑恵「琉球国から琉球藩へ
 
琉球処分の版籍奉還的意味
を中心に」 『沖縄文化研究』法政大学沖縄文化研究所編、三四号、二〇〇八年。
・原口邦紘「外務省六等出仕伊地知貞馨と琉球藩（上） ・ （下） 」
『西南地域史研究』西南地域史研究会編、第七号・第十号、一九九二年・一九九五年。
 
　川畑氏は、琉球藩の設置が、琉球処分（沖縄県設置）の
過程において、版籍奉還的意味を有していたと仮定し 廃藩置県への過渡的段階として重要な意味をなしていたと指摘している。
　　　原口氏は、対琉球政策を進める上で、現地で対応にあたっ
た伊地知貞馨外務省六等出仕の動向を綿密な調査のもと、詳細に紹介している。そ 上で伊地知が、初期琉球施策の中心人物として大きな役割を担っていたと主張している。また副島は、 「琉球藩をして自発的に清国との関係を断たしめ、人心の帰趨 よって、自然に日本帰属を願うように導
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く方針」を試みていたと指摘している。
（５）
  
前掲、毛利敏彦『明治維新政治外交史研究』一四一頁。
（６）
 
犬塚孝明「明治初期外交指導者の対 認識」 『国際政治』
（環太平洋国際関係史のイメージ）一〇二号、一九九三年、三六頁。
（７）
 
前掲、後藤新「 「琉球処分」の基礎的研究 　琉球藩設置過
程を中心として」四五六、 四六九頁。以降、後藤論文。
（８）
  
同右、四七一頁。
（９）
 
東恩納寛惇『尚泰侯実録』明治百年叢書、第一五五巻、
原書房、一九二三年、一六七～一六八頁。
　　　以下、本稿において史料を引用する場合には、漢字を現
用のものに改めたほか原文の表記を尊重した。なお、史料中の語句には、現在では不適切なものがあるが、歴史上の用語として、そのままとした。
（
10）  「琉球処分起源」 『琉球処分 　上・中』 　宝玲叢刊、一八七四年一～九頁。以降 『琉球処分』
 
　本稿で主要な史料として使用する『琉球処分 　上・中』
は明治十二年十二月、松田道之内務大書記官が伊藤博文内務卿の命により、琉球処分に関する事蹟を編纂したも である。本史料は、明治維新後から琉球処分までの史料を編纂したものであり、必ずしも完璧とはいえないが、明治政府側の視点に基づいた琉球処分に関する公式見解が記されたものと考えられる。
（
11）  『琉球関係雑件』琉球藩取扱書、外務省外交史料館蔵。一門四類四項四
―
三
（
12）  
同右。
（
13）  「井上大蔵大輔・琉球国ノ版図ヲ収メシムル儀ニ付建議 　並正院ノ下問・左院の答議」 『琉球処分 　上・中』三～五頁。
（
14）  
前掲、後藤論文、四五二頁。
（
15） 
安岡昭男「山県有朋と琉球処分 　壬申八年建議をめぐっ
て」 『政治経済史学』政治経済史学会 　三一二号、一九九二年、八頁。
（
16）  （
13）と同史料。六頁。
（
17）  （
13）と同史料。六頁。
（
18）  『副島種臣伯』 、大日社、一九三六年、二〇二頁。
（
19） 
前掲、川畑恵「琉球国から琉球藩へ
 
琉球処分の版籍奉還
的意味を中心に」一六六～一六七頁。
（
20）  「副島外務卿・藩属ノ体制ニ付建議」 『琉球処分』
 六六頁。
（
21）  
前掲『副島種臣伯』二〇二頁。清国を「外交的難物」と
回顧している。
（
22） 
東恩納寛惇 尚泰侯実録 明治百年叢書、原書房 一九二
 
三年 　二二七頁。
（
23）  「明治六年九月二十日琉球藩ヘ達書」 『琉球処分』二四六～二四七頁。 　
（
24）  「琉球処分について」 『宮島誠一郎日記』リール二 　国立国会図書館憲政資料室。 　
（
25）  「琉球藩内融通ノ為貨幣下賜ノ事」 『琉球処分』六四～
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副島種臣外務卿期の対琉球藩政策（小沢）
四七
六五頁。
（
26） 
西里喜行「琉球処分前夜の通貨問題」 『琉球の歴史と文
化』 （山本弘文博士還暦記念論集） 、七一頁、一九八五年。
 
　幕末から明治初年にかけて、琉球では、銅銭と鉄銭の交
換レートの改定が頻繁に繰り返され、不安定な貨幣状態に陥り、またそれに伴い、経済状態も混乱していたと考えられる。
（
27）  （
25）と同史料 　六五頁。
（
28）  
同右、六六頁。
（
29）  「鹿児島ヘ在勤ノ官吏並ニ租税上納方之儀ニ付達」 『琉球処分』一九七～一九八頁。
（
30）  
｢ 琉球各国ト換約ノ儀自今外務省ニ於テ管轄ニ付諸達付米
国公使往復」 『琉球処分』六九～七一頁。
（
31）  『大日本外交文書』第六巻、外務省編、日本国際協会、一九三九年、三八九～三九〇頁。
（
32）  「副島大使北京ニ於謁帝ノ議ヨリシテ琉球台湾の事件ニ及ヒ柳原前光鄭永寧等総理衙門ニ於テ問答ノ顛末」 『琉球処分』一〇一頁。
 
　この問答で清国側は明治政府の琉球藩属を認知していな
いと主張している。
（
33）  「第十号 　抜粋」 『琉球処分』中、五一～六七頁。
（
34）  「渡唐船仕出改其他伺並指令」 『琉球処分』一九九～二〇一頁。
（
35）  「登船仕出及唐船出入ノ時心得方伺並指令」 『琉球処分』二〇一～二〇六頁。
（
36）  「琉球藩ヘ清国人漂着之節逓送方ニ付伺指令之顛末琉球藩ヘ清国人民漂着之節 　同藩於而手切還送之儀ニ付申上」 『琉球処分』二八九～二九 頁。
（
37）  
同右、二八二～二八三頁。
（
38）  「御国旗並律書下付ノ事」 『琉球処分』二一三～二一四頁。
（
39）  
同右、二一四～二一五頁。 　
（
40）  「琉球藩改革処分ヲ予定スル事内務省上申」 『琉球処分』三六八～三七一頁。
（
41）  「琉球藩ノ列次ヲ定ム」 『琉球処分』二〇八～二〇九頁。
（
42）  
同右、二〇九～二一〇頁。 　
（
43）  「当年ヨリ東京賜邸エ親方一人ツヽ輪番可相詰候也」 『琉球処分』二一五～二一六頁。
（
44）  「商船取締向答ニ付達」 『琉球処分』二〇六～二〇八頁。
（
45） 
伊地知貞馨編『琉球使臣来朝始末』外交史料館所蔵 　一
門四類一項四
―
五。
（
46）  「琉球藩印ヲ下付ス」 『琉球処分』二三五頁。
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